
別紙様式５

1
国有林野の産物販売委託
業務
スギ外1,100m3

分任支出負担行為担当官
鳥取森林管理署長
竹内芳仁

鳥取市東町2-
325

平成25年7月19日
石谷林業株式
会社

鳥取県八頭郡
智頭町市瀬
1438-1

会計法第２９条
の３第４項（企
画競争）

－ － － － 1,529,000 － － － － － 43 0 － 単価契約

2
船通山国有林外造林事業
（保育間伐（活用型））
保育間伐 53.65ha外

分任支出負担行為担当官
島根森林管理署長
原　　　修

松江市内中原
町207

平成25年7月23日
仁多郡森林組
合

島根県仁多郡
奥出雲町三成
444-2

予決令第９９条
の２（不落・不調
随意契約）

競争入札に付したが落札せ
ず、再度の入札を行っても落
札者がなかったため。

－ － 19,685,981 19,425,000 98.6% － － － － 2 0 － －

3
国有林野の産物販売委託
業務
スギ外3,200m3

分任支出負担行為担当官
島根森林管理署長
原　　　修

松江市内中原
町207

平成25年7月11日
島根県森林組
合連合会

島根県邑智郡
邑南町下田所
1004-4

会計法第２９条
の３第４項（企
画競争）

－ － － － 3,971,629 － － － － － 43 0 － 単価契約

4
戸ノ丸山国有林外森林整備
事業
下刈 15.02ha外

分任支出負担行為担当官
広島北部森林管理署長
狩野　誠

三次市十日市
中2-5-19

平成25年7月16日 備北森林組合
広島県庄原市
中本町1-20-
14

予決令第９９条
の２（不落・不調
随意契約）

競争入札に付したが落札せ
ず、再度の入札を行っても落
札者がなかったため。

－ － 3,561,600 3,559,500 99.9% － － － － 1 0 － －

5
黒瀬森林事務所国有林野
巡視業務委託
560時間

分任支出負担行為担当官
広島森林管理署長
冨田幸一

広島市中区吉
島東3-2-51

平成25年7月24日 芸南森林組合
広島県竹原市
中央5-10-7

予決令第９９条
の２（不落・不調
随意契約）

競争入札に付したが落札せ
ず、再度の入札を行っても落
札者がなかったため。

－ － － 1,087,800 － － － － － 2 0 － 単価契約

6
加計森林事務所国有林野
巡視業務委託
640時間

分任支出負担行為担当官
広島森林管理署長
冨田幸一

広島市中区吉
島東3-2-51

平成25年7月24日
広島市森林組
合

広島県広島市
安佐北区亀山
南3-16-28

予決令第９９条
の２（不落・不調
随意契約）

競争入札に付したが落札せ
ず、再度の入札を行っても落
札者がなかったため。

－ － － 1,260,000 － － － － － 3 0 － 単価契約

7
国有林野の産物販売委託
業務
スギ外１,900m3

分任支出負担行為担当官
島根森林管理署長
原修

松江市内中原
町207

平成25年7月9日
島根県森林組
合連合会

益田市須子町
44-44

会計法第２９条
の３第４項（企
画競争）

－ － － － 2,734,578 － － － － － 43 0 － 単価契約

8
国有林野の産物販売委託
業務
スギ外１,250m3

分任支出負担行為担当官
島根森林管理署長
原修

松江市内中原
町207

平成25年7月25日
島根県森林組
合連合会

益田市須子町
44-44

会計法第２９条
の３第４項（企
画競争）

－ － － － 1,907,892 － － － － － 43 0 － 単価契約

9
国有林野の産物販売委託
業務
スギ外2,700m3

分任支出負担行為担当官
山口森林管理事務所長
田口秀実

山口市野田
35-1

平成25年7月29日
山口県森林組
合連合会

山口市駅通り
2-4-17

会計法第２９条
の３第４項（企
画競争）

－ － － － 4,936,875 － － － － － 43 0 － 単価契約

公益法人の場合

公益法人
の区分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

備　　考
提案者の

数

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

うち農
林水
産省
出身
者

うち公益社
団法人又
は公益財
団法人（特
例社団法
人又は特
例財団法
人を含
む。）

契約を締結した日

契約担当官等の氏名並びにその所属する
部局の名称及び所在地

名称 所在地 商号又は名称 住所

予定価格

契約の相手方の商号又は名称
及び住所

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号に基づく随意契約に係る情報の公開（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数
量

契約金額 落札率

再就職の
役員の数
（※契約
の相手方
が公益社
団法人又
は公益財
団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）の
場合の記
載事項）

移行困難な
事由

移行予定年
限

随意契約による
こととした会計
法令の根拠条
文（企画競争
等）

競争性のない随意契約によ
らざるを得ない理由

競争性のある契約に移行
予定のもの


	物役（随契）

